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Ⅰ 基本的事項 

 

Ⅰ 基本的事項 

１．策定の趣旨 

 

本院は、平成 19 年 12 月に示された「公立病院改革ガイドライン」※１に基づき、平成 21 年度、平成

24 年度、平成 27 年度の３度にわたり、大和市立病院経営計画を策定し、良質な医療サービスの提供と

経営改善に努めてまいりました。  

この間、医療職員の充実をはじめとして、ＣＴやＭＲＩの増設や高精度の放射線治療装置（リニアッ

ク）のなどの医療機器の整備、手術分野での機能強化としての手術室増設などのハード面の整備を進め

てきました。また、病診連携、病病連携※2を一層推進するために患者サポートセンターの設置、入院患

者さんの様々な病状に適切に対応すべくハイケアユニットの整備、地域包括ケア病棟の新設による病床

の再編などソフト面での充実も図り、良質な医療サービスの提供に努め、地域の基幹病院として安心、

安全な病院となるよう取り組んでまいりました。 

しかしながら、国の動向に目を向けてみますと、消費税の増税や診療報酬改定など社会保障・税一体

改革大綱※3に基づく政策が次々と実行されるとともに、病床機能報告制度※4の導入により、病院機能の

分化・再編を進めていくことになりました。また、少子高齢化が進んでいくなか、地域医療を支えてい

る自治体病院は、国の医療政策の大きな柱の一つである「地域医療構想」と地域の医療需要をいかに両

立させていくかに苦心しており、本院においても、診療報酬による大幅な増収は見込めず、入院の平均

在院日数は短くなっているにもかかわらず延べ患者数は増加せず、その上大きな設備投資の影響から病

院経営は厳しい状況になっております。 

そのような状況の中で、病院経営の安定化に努めるとともに、今後も地域の基幹病院としての役割が

十分に果たせるよう、今後のあり方や将来像、目指すべき数値目標などを設定し、その実現に向けた取

り組みを着実に実行するために本計画を策定するものです。 

 

２．計画期間 

 

計画の期間は、健康都市やまと総合計画の前期基本計画にあわせ 2019 年度から 2023 年度（令和 1

年度から令和 5 年度）までの 5 年間とします。 

なお、地域医療構想の進捗や令和２年度には診療報酬改定を控えていることから、必要に応じて計画

期間途中であっても計画を見直しすることを前提とします。 
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３．基本理念、基本方針 

  

私たち大和市立病院の職員は、次の基本理念と基本方針に基づき病院の運営にあたります。 

 

― 基本理念 ― 

大和市立病院は市民の皆様から信頼される地域の基幹病院として良質かつ適切な医療サービスを提供

します 

 

≪ 基本方針 ≫  

「良質な医療サービスの提供」 

・ 患者さんの立場に立った医療を提供します。 

 常に患者さんの立場に立ち、ニーズを汲み取り、要望に対して真摯に対応していきます。 

・ 信頼関係に基づいた医療情報を提供します。 

 患者さんが、自分で理解した上で治療を受けたいというインフォームドコンセント※5 に対応

するよう、医療情報をわかりやすく丁寧に伝えていきます。 

・ 適切で、安全な医療を提供します。 

 「病院は患者さんを害してはならない」という職員意識の徹底と、万が一にも事故を発生さ

せないため、それを防止するための工夫と努力を常に行っていきます。 

・ 地域の医療機関との連携を推進します。 

 本院が地域基幹病院としての機能を十分発揮するため、地域の医療機関と連携し地域完結型

の医療提供システムの構築に取り組んでいきます。 

・ 最新の技術で、機能的、効果的な医療を提供します。 

 本院がもつ医療技術を向上させるため、デジタル技術を積極的に活用して業務の標準化を行

い、機能的、効果的な医療提供に結び付けます。 

 

「経営の健全性・安定性の向上」 

・ 病院の健全な運営に努めます。 

 本院が良質な医療サービスの提供を続けていくため、常に公営企業としての独立採算性を意

識し、健全な経営状態を保つ努力を続けていきます。 

・ 無駄をはぶきコスト節減に努めます。 

 健全な病院経営の推進のため、経費を適切な水準に抑制し、院内における全ての業務に関し

て無駄をチェックし、コスト節減への対策を図ります。 

・ 計画性をもった経営に努めます。 

 常に数年先を見越した収支計画を策定し、計画を意識した病院運営を行うことで、より健全

で安定した経営につなげていきます。 
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４．計画の位置づけ 

  

健康都市やまと総合計画（2019－2028 年度）では、将来都市像として「健康都市 やまと」を掲げて

おり、個別目標の１つとして「いつでも必要な医療が受けられる」を定め、めざす成果には「市立病院

が地域の基幹病院としての役割を果たしている」が示されています。 

本計画は、総合計画の部門計画として位置付け、大和市総合計画の目標・成果の達成にも寄与してい

きます。 

また本計画は、国（総務省）が平成 27 年に策定した「新公立病院改革ガイドライン」で求められる

「新公立病院改革プラン」の内容を網羅した計画としても位置付けるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 用 語 説 明 】 

※1 公立病院改革ガイドライン 

国は平成19年に「公立病院改革ガイドライン」を策定し、病院事業を設置する

地方公共団体に対して平成20年度内に「公立病院改革プラン」を策定し、経営

改革に取り組むよう要請しました。具体的な内容としては、各公立病院がその地

域で担うべき医療を的確に実施していけるよう、必要な医療機能を整備するととも

に、経営の改革を進め、持続可能な公立病院を築き上げることとなっています。 

本院では、本経営計画を公立病院改革プランとして位置づけ、平成21年3月

に平成21年度から23年度までの3年間の計画、平成24年3月に平成24年度か

ら26年度までの3年間の計画、平成27年度から平成30年度までの４年間の計画

をそれぞれ策定しました。 

※2 病診連携・病病連携 

地域医療において、病院と地域内の診療所または病院同士が行う連携のこと

です。必要に応じ、患者さんは診療所等から専門医や医療設備の充実した病院

に紹介され、高度な検査や治療を提供されます。また、快方に向かった患者さん

は元の診療所等で診療を継続する仕組みです。この仕組みを活用することによ

り、地域医療において効率的な医療の提供を実施することができます。 

 

※3 社会保障・税一体改革大綱 

平成24年2月17日に閣議決定された社会保障改革と税制改革を一体的に進

める具体的な施策を示したものです。社会保障改革では、子ども・子育て、医療・

介護、年金及び雇用・就労など10項目の具体的改革内容を挙げています。税制

改革では消費課税、個人所得課税及び資産課税など5項目の税目改正の内容

を挙げています。国は、これらの税改正により財源を生み出し、社会保障の充実、

安定化に充てるとしています。 

※4 病床機能報告制度 

一般病床、療養病床を有する病院、診療所が、それぞれの病床において担っ

ている医療機能の現状と今後の方向について、病棟単位で「高度急性期機能」、

「急性期機能」、「回復期機能」及び「慢性期機能」の４区分から１つを選択し、そ

の他の具体的な報告事項と合わせて、全国共通サーバ等を通じて都道府県に報

告する仕組みです。 

※5 インフォームドコンセント 

医療従事者が、診断や治療・予後にかかわる全ての内容を十分に説明した

後、患者さんが理解、納得をしたうえで治療などを受ける、医療の選択・拒否・同

意をすることをいいます。「説明」と「同意」と訳すことが多いです。    
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Ⅱ 本院の経営課題と果たすべき役割 

１．本院が提供している医療の状況 

(1) 受療行動について 

本院の入院患者年代構成は、全国、神奈川県に比べ 65 歳以上の患者の構成比率が低い一方、15

歳未満の若年患者の割合は、かなり高い構成比率となっています（表１）。 

一方、傷病分類上位 3 病名を年代別に見てみると、15 歳～45 歳未満において「妊娠、分べん及

び産褥」が 1 位となっているのが特徴的です。また、「腎尿路生殖系の疾患（腎、尿路、生殖器、

乳房の疾患ただし良性・悪性の腫瘍は除く）」が 15 歳～45 歳未満で３位、45 歳～65 歳未満で２

位となっているのも特徴的です（表 2）。 

 

【表１】入院患者年代構成（平成 29 年度） 

区 分 15 歳未満 15～45 歳未満 45～65 歳未満 65 歳以上 不詳 合計 

患者数 

大 和 市 1,492 人 2,025 人 1,808 人 4,831 人 0 人 10,156 人 

神奈川県 5.6 千人 13.2 千人 16.5 千人 50.0 千人 0.1 千人 85.4 千人 

全  国 94.9 千人 185.6 千人 248.0 千人 821.9 千人 1.5 千人 1,351.9 千人 

構成比 

大 和 市 14.7% 19.9% 17.8% 47.6% -  

神奈川県 6.6% 15.5% 19.3% 58.5% 0.1% 

全  国 7.0% 13.7% 18.3% 60.8% 0.1% 

引用：本院のデータは病院年報、国及び県のデータは厚生労働省患者調査 

 

【表２】傷病分類上位３病名（平成 29 年度） 

 １位 ２位 ３位 

本院全体 新 生 物      (27.5%) 消化器系の疾患  (11.8%) 呼吸器系の疾患  (10.7%) 

内 

訳 

15 歳未満 呼吸器系の疾患  (39.5%) 
損傷・中毒及びその他の 

外因の影響     (14.7%) 

周産期に発生した病態 

            (11.5%) 

15 歳～ 

45 歳未満 

妊娠、分べん及び産褥 

(39.0%) 
新 生 物      (16.7%) 消化器系の疾患  (14.2%) 

45 歳～ 

65 歳未満 
新 生 物      (42.5%) 消化器系の疾患  (12.9%) 

腎尿路生殖器系の疾患 

(10.4%) 

65 歳以上 新 生 物      (34.7%) 消化器系の疾患  (12.9%) 循環器系の疾患  (12.1%) 

神奈川県 新 生 物      (19.7%) 循環器系の疾患  (14.1%) 消化器系の疾患  (11.8%) 

全  国 新 生 物      (19.5%) 循環器系の疾患  (13.5%) 消化器系の疾患  (12.3%) 

引用：本院のデータは病院年報、国及び県のデータは厚生労働省患者調査 
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(2) 自治体病院として提供する医療について 

都道府県は医療法第 30 条の 4 に基づき、医療を提供する体制の確保に関する計画として医療

計画を策定してきましたが、平成 30 年度からスタートした第 7 次医療計画では、疾病・事業ごと

の医療体制の整備・充実の記載に「精神科救急」が加えられ、５疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗

塞、糖尿病、精神疾患）５事業（総合的な救急医療、精神科救急、災害時医療、周産期医療※6、小

児医療）となり、医療が適切に提供される体制の整備・充実を進めるもの、と示されています。 

このうち本院は、地域において必要とされる医療のうち、採算性・専門性の点から民間医療機関

が提供困難な医療について、地域医療を支える自治体病院として取り組んでいます。 

 

４疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病）への取り組み 

 が ん 

がん診療については、現病院建設時に医療法施行規則第 30 条の 32 の 2 第 1 項に規定するがん

その他の悪性新生物の増床 90 床を許可されました。 

平成 24 年には、県央二次保健医療圏※7 で唯一の地域がん診療連携拠点病院※8 の認定を受け、

治療面では、手術、放射線治療及び化学療法を組み合わせた集学的治療を精力的に実施していま

す。特に放射線治療においては、高精度の放射線治療装置（リニアック）を導入し、より高度なが

ん治療の提供が可能となりました。 

さらに、がんに伴うさまざまな苦痛や症状を和らげ、患者さんの生活の質を維持するためのが

んに関する専門知識を有する職員として、がん治療認定医、緩和ケア認定看護師、がん性疼痛看護

認定看護師、精神看護専門看護師などで構成する緩和ケアチームを設置しています。 

緩和ケア研修会の開催、キャンサーボード勉強会などによるスキルアップや、市民を対象とし

たがんに関する講座の開催やピアサポート事業、がん相談などを実施し、がんの拠点病院として

さらなる機能強化に取り組んでいます。 

【表３】悪性新生物患者数／居住地別（良性新生物及びその他新生物を除く） 

 H26 H27 H28 H29 H30 

大和市内 1,625 人 1,454 人 1,394 人 1,335 人 人 

県央医療圏 288 人 295 人 254 人 312 人 人 

その他県内 211 人 199 人 160 人 151 人 人 

計 2,124 人 1,948 人 1,808 人 1,798 人 人 

引用：病院年報 

 脳 卒 中 

脳卒中については、脳神経外科及び脳神経内科の計５名の医師が急性期治療を行っています。

脳梗塞については、発症 4.5 時間以内に行う t-PA 静注療法を含めた標準治療を、脳出血や脳動脈

瘤に起因するくも膜下出血については、ＣＴ及びＭＲＩによる早期診断・治療を行います。 

また、神奈川県央地区脳卒中地域連携クリティカルパス※9 を稼働させており、医療機関等との

連携を充実させています。 
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 急性心筋梗塞 

急性心筋梗塞については、冠状動脈などの血管に異常がないかを調べる心臓カテーテルを用い

た検査を行い、ステント留置術※10などの治療を実施しています。なお、以前は神奈川県による県

央地域心筋梗塞救急輪番制度に参加していましたが、現在は制度自体が廃止となっています。 

 糖 尿 病 

糖尿病については、栄養士、看護師、薬剤師及び臨床検査技師などがチームを組んで、糖尿病

教室や栄養外来を実施し、患者さんの糖尿病コントロール（患者教育）を行っています。また、

入院では、血糖コントロールや栄養指導などを目的とした教育入院も行っています。職員につい

ては、糖尿病に関して自己管理（療養）を指導する糖尿病指導療養士が在籍しています。 

 

   

４事業（総合的な救急医療、災害時医療、周産期医療、小児医療）への取り組み 

 総合的な救急医療 

本院は、救急病院等を定める省令第 1 条に基づき、救急業務に協力する医療機関として神奈川

県に申し出を行い、県知事の認定を受けた救急告示病院です。救急医療については、大和市内の

二次救急輪番への参加や、県央二次保健医療圏東部の救急体制の維持に協力しています。なお、

小児救急においては、平成 29 年 4 月より二次救急では 24 時間 365 日の診療体制を敷き、適切

な医療の提供に努めています。 

【表４】救急患者取扱い件数 

 H26 H27 H28 H29 H30 

救 急 車 2,285 件 2,451 件 2,218 件 2,383 件 件 

そ の 他 9,573 件 10,871 件 9,649 件 9,292 件 件 

計 11,858 件 13,322 件 11,867 件 11,675 件 件 

引用：病院年報 

 災害時医療 

本院は、平成 10 年から神奈川県指定の災害医療拠点病院※11となっており、災害時の医療救護

活動において中心的な役割を担う病院として位置づけられています。そのため、災害時に適切な

医療を提供できるように備蓄品の確保や施設整備を行ってきました。職員については、被災地に

派遣される神奈川ＤＭＡＴ※12の隊員を８人擁しており、今後も隊員養成を行っていきます。また、

有事の際に備え、病院独自の傷病者受入活動実地訓練や県の主催する「ビッグレスキューかなが

わ」などの広域での実施訓練にも参加しています。 

 周産期医療 

本院は、神奈川県周産期救急医療システム※13 県央北相ブロックの地域周産期協力病院※14 とな

っています。また新生児特定集中治療室（ＮＩＣＵ）を設置し、産婦人科医、小児科医及び麻酔

科医による周産期救急応需及び分娩管理を行っています。 
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【表５】分娩取扱い件数 

 H26 H27 H28 H29 H30 

正常分娩 475 件 528 件 491 件 474 件 件 

帝王切開 143 件 156 件 156 件 160 件 157 件 

そ の 他 31 件 36 件 40 件 32 件 件 

計 649 件 720 件 687 件 666 件 626 件 

引用：病院年報 

【表６】新生児特定集中治療室（ＮＩＣＵ）の状況 

 H26 H27 H28 H29 H30 

延病床数 2,190 床 2,190 床 2,196 床 2,190 床 2,190 床 

延患者数 1,301 人 1,500 人 1,384 人 1,622 人 人 

占 床 率 59.4% 68.5% 63.0% 74.1% % 

引用：病院年報 

 小児医療 

本院は、大学教室の協力のもと、小児科医師を多く配置することで、安定的な小児医療の提供

に努めています。また、本市健康福祉部、こども部及び教育委員会と連携し、乳幼児健診、予防

接種及びアレルギー講習会などの活動にも取り組んでいます。 

【表７】小児科延患者数                             

 H26 H27 H28 H29 H30 

入  院 7,336 人 8,311 人 7,266 人 8,207 人 人 

外  来 16,444 人 17,180 人 17,404 人 17,399 人 人 

計 23,780 人 25,491 人 24,670 人 25,606 人 人 

引用：病院年報 

 

(3) 経営指標について 

本院の経営指標について、総務省が毎年実施している「公営企業決算状況調査」の平成 29 年度

結果から、経営主体、経営規模が同程度の病院と平均値を比較しました（表 8）。 

本院は、占床率が黒字病院と比較して低くなっていますが、主な要因としては、小児科の病床数

が多いこと（42 床）や、平均在院日数が短いことによるものと考えられます。また、他会計繰入

金比率が若干高くなっています。 

外来入院患者比率が高いことから、同規模の病院と比較して外来患者が多く、また 100 床当た

りの職員数も医師、看護ともに多い状況です。 

なお、患者 1 人 1 日当たりの診療収入について、経営規模が同程度の黒字病院と比較すると、

入院では 1,260 円高く、外来では 1,304 円低くなっています。 
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【表８】経営主体、経営規模別経営指標比較（平成 29 年度） 

 経営主体（市） 経営規模（400～499 床） 

本院 黒 字 

118 病院 

赤 字 

226 病院 

黒 字 

12 病院 

赤 字 

20 病院       

一般病床占床率 78.9% 74.3% 82.1% 73.6% 70.9% 

一般病床平均在院日数 16.9 日 16.7 日 12.8 日 12.8 日 10.3 日 

医業収支比率 96.3% 88.8% 97.3% 91.9% 88.4% 

経常収支比率 102.2% 95.4% 101.9% 96.2% 95.4% 

職員給与費対医業収益比率 50.6% 56.3% 52.7% 57.5% 53.7% 

材料費対医業収益比率 24.4% 22.3% 26.4% 24.0% 24.4% 

他会計繰入金対医業収益比率 9.5% 11.7% 8.9% 9.8% 13.9% 
  

患

者 

一日平均 

患 者 数 

入  院 189 人 177 人 349 人 319 人 286 人 

外  来 460 人 442 人 817 人 802 人 941 人 

入院外来患者比率 168.9% 174.9% 157.8% 170.8% 220.2% 

職員 1人 

一日あたり 

患 者 数 

医 

師 

入 院 4.4 人 4.8 人 3.5 人 3.8 人 2.9 人 

外 来 7.4 人 8.4 人 5.6 人 6.4 人 6.5 人 

看 

護 

入 院 0.9 人 0.9 人 0.8 人 0.8 人 0.7 人 

外 来 1.6 人 1.6 人 1.3 人 1.4 人 1.5 人 
 

収

入 

患者１人１日 

当たり診療収入 

入 院 48,176 円 43,598 円 54,802 円 50,490 円 56,062 円 

外 来 13,695 円 11,780 円 15,587 円 12,673 円 14,283 円 

職員１人１日 

当たり診療収入 

医 師 314,466 円 306,863 円 281,746 円 271,116 円 256,718 円 

看 護 65,690 円 57,586 円 67,031 円 58,588 円 61,081 円 
 

職 

員 

100 床当たり 

職員数 

医 師 16.9 人 15.0 人 21.3 人 19.0 人 25.2 人 

看 護 72.7 人 70.4 人 85.3 人 78.7 人 107.3 人 

全職員 140.7 人 136.3 人 157.1 人 147.6 人 186.2 人 

引用：地方公営企業年鑑 

 

２．地域において必要とされる医療機能 

少子高齢化の進行による医療・介護の需要の高まりや、本市でも今後到来が予想される人口減少社会

に備え、本院は地域医療を支える基幹病院として、周辺の医療資源の変化を常に把握し、必要な医療を

提供していくように心がけ、次の３点について、医療機能の維持向上が必要であると捉えています。 

 

(1) 急性期病院 ※15 

国の社会保障制度改革では、2025（平成 37）年のあるべき医療提供体制として、現在の一般病

床、療養病床を高度急性期機能、急性期機能、回復期機能及び慢性期機能※16の４つに機能分化す

ることを目指しています。 

この医療提供体制実現の流れを受け、平成 30 年度診療報酬改定においては、急性期を担う病院

とその他を担う病院の機能分化を推進するため、7 対 1 看護基準※17の厳格化が行われました。 
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この機能分化の見直しの方向性に鑑み、本院は自治体病院として、地域の医療を支える急性期

病院で在り続けることを目指します。 

急性期病院として在り続けるためには、救急応需体制の強化、平均在院日数の短縮、クリティカ

ルパスの見直し、入院早期からのリハビリテーションの実施、多職種による退院支援及び後方医

療機関の確保などに継続的に取り組まなければなりません。 

また、国は「医療の質の評価・公表等推進事業※18」において医療の質の評価・公表を実施し、

その結果を踏まえた、分析・改善策の検討を行うことで、医療の質の向上及び質の情報の公表を推

進していますが、県においても第 7 次保健医療計画の中で、５疾病（がん、脳卒中、心血管疾患、

糖尿病、精神疾患）・５事業（総合的な救急、精神科救急、災害時、周産期、小児）・在宅医療につ

いて、住民の健康状態や患者さんの状態（アウトカム）を踏まえたうえで、医療提供体制に関する

現状を把握し、現行の医療計画に対する評価を行い、課題を抽出し、課題解決に向けて目標数値の

設定や進捗状況の評価などを実施する、としています。 

本院においても以前から、病院の機能や診療の状況などを、様々な臨床指標（ＱＩ）※19を用い

て数値化し公表しているところですが、結果に対してアウトカム指標を用いての課題解決に向け

た目標数値の設定や進捗状況の評価を行う県の計画を踏まえ、医療の質の向上や地域における役

割の明確化に努めてまいりたいと考えます。 

 

(2) 医療（救急、産科、小児科、がん、災害）の拠点化 

高度化・複雑化している専門性が高い医療や救急、災害などの医療については、人や医療器材な

どの限られた医療資源を集約して医療機能の拠点化を図ることにより、効率よく質の高い医療サ

ービスが地域に提供され、地域の中核的な役割を果たすことで、医療機関や行政機関との連携構

築にも役立っていると考えます。また、医療従事者の集約による労働環境の改善や、知識、技術の

集積による専門職としての能力向上も期待され、働く者にとってもやりがいのある職場環境とな

ります。 

拠点化への具体的な取り組みとして、救急医療では市内救急輪番に加えて、県央地域の心筋梗

塞の輪番にも参加しています。 

産科医療では、神奈川県周産期救急医療システム県央北相ブロックにおいて、受入協力病院と

して参加しています。 

小児医療では、大学教室の協力のもと、多くの医師の派遣を受け、小児救急での周辺自治体を含

めた受入体制が整いつつあります。 

がん医療では、地域がん診療連携拠点病院として厚生労働省から指定を受けており、県央二次

保健医療圏のがん診療の質の向上と連携協力体制の構築に尽力しています。 

災害医療では、災害時の医療救護活動において中心的な役割を担う病院として、神奈川県から

災害拠点病院及び神奈川ＤＭＡＴ指定病院の指定を受けています。 

今後も、このような医療の拠点化については、機能充実を一層進めるとともに、地域を対象とし

た研修会や講演会の開催など、知識、技能の普及・啓発にも取り組んでいきます。 
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(3) 地域包括ケアシステム 

神奈川県保健医療計画では、県央二次保健医療圏の施策の方向性の一つとして、「保健・医療・

福祉をつなぎ、地域で暮らす人々のＱＯＬ※20を高める取り組み」を示しています。 

また、社会保障制度改革国民会議※21の報告書では、医療・介護分野の改革が求められる背景と

して、高齢化の進行により、医療は救命・延命、治癒及び社会復帰までを担った「病院完結型」か

ら地域全体で治し支える「地域完結型※22」に変わらざるを得ないことを挙げています。 

これらのことから、地域の特性に応じて医療、介護、保健及び福祉が包括的に支援やサービスを

提供する体制、いわゆる地域包括ケアシステムの構築は、地域の医療、介護の機能を維持するため

に急務であると捉えています。 

本院では、患者サポートセンターが中心となって、退院支援・退院調整※23や地域連携クリティ

カルパスの運用や医療福祉相談、在宅ケア支援などの機能を強化しているところですが、地域包

括ケアシステムの構築にも積極的に協力していくことが必要であると考えています。 

 

 

 

 

 

【 用 語 説 明 】 

※6 周産期医療 

周産期とは妊娠後期の22週目から生後7日未満までのお産に関連する期間を

指します。この間における母体及び胎児並びに新生児を総合的に管理して、母と

子の健康を守ることを周産期医療といいます。周産期医療を行う施設は、妊娠の

異常、分娩期の異常、胎児・新生児の異常に適切に対処するために産科医と小

児科医が協力し、その他の医療スタッフとの連携が必要な専門医療施設です。 

※7 県央二次保健医療圏 

医療圏は三段階に区分されます。初期の診断・治療を担う一次保健医療圏、

一般的な入院・治療を担う二次保健医療圏、特殊な医療を担う三次保健医療圏

に区分され、それぞれの医療圏を県が定めています。本院が位置する神奈川県

の県央二次保健医療圏は、大和市、厚木市、海老名市、座間市、綾瀬市、愛川

町、清川村の５市１町１村により構成されています。 

※8 地域がん診療連携拠点病院 

地域（2次医療圏）内でがん医療の中心的役割を果たすよう、厚生労働大臣が

指定した病院で、原則として各地域に1カ所置かれています。専門的ながん医療

を提供するとともに、各地域のがん診療の連携協力体制の整備やがんに関する

相談支援情報の提供を担っています。 

※9 地域連携クリティカルパス 

医療機能の分化・連携を推進し、地域において切れ目のない医療の提供を実

現するための手段であり、役割が異なる複数の医療機関でそれぞれが担う診療

内容や治療経過、最終ゴールなどを明記した診療計画書です。急性期病院が患

者さんの同意のもとに作成し、急性期病院から治療を受け継いだ医療機関は患

者さんがどのような状態であるか把握でき、早期に適切な治療を開始できることが

メリットです。 

※10 ステント留置術 

心臓カテーテル治療の一種で、ステントと呼ばれる網状の筒を、カテーテル

ガイドワイヤーを利用して、血管が狭窄している個所に置いて、血管を拡張し血

流を確保する施術です。 

※11 災害医療拠点病院 

災害発生時に地域の医療機関を支援する機能を有する病院。重症・重篤

な傷病者を受け入れるなど、災害時の医療救護活動において中心的な役割を

担う病院として位置づけられています。県央二次保健医療圏では、厚木市立病

院と大和市立病院が災害医療拠点病院に指定されています。 

 

※12 ＤＭＡＴ 

Disaster Medical Assistance Team（災害派遣医療チーム）の略で、ディー・マ

ットと呼ばれます。チームは、大規模災害や傷病者が多数発生した事故などの現

場に、おおむね48時間以内に活動できる機動性を持ち、厚生労働省が実施する

「日本ＤＭＡＴ隊員養成研修」を受講し、救急治療を行うための専門的な訓練を

受けた医師、看護師、業務調整員（医師、看護師以外の医療職及び事務職員）

で構成されます。 

※13 神奈川県周産期救急医療システム 

県内６つのブロック（横浜、川崎、三浦半島、湘南、西湘及び県央北相）内にお

いて、それぞれ「基幹病院」、「中核病院」、「協力病院」として機能別に位置づけ

た受入病院を中心とし、分娩時の予期できない急変等に対処し、ハイリスクの妊

婦から新生児まで、高度な医療水準により一貫した対応を24時間体制で応じて

いるシステムのことです。 

 



- 13 - 

 

 Ⅱ 本院の経営課題と果たすべき役割 
  

※14 地域周産期協力病院 

基幹病院からの要請に応じ、比較的軽度な患者の受け入れや、基幹病

院及び中核病院で受け入れた急性期を過ぎた患者を受け入れる病院のこと

を言い、本院は、県央北相ブロックの基幹病院（北里大学病院）や中核病院

（地域医療機能推進機構相模野病院）の後方病院となっています。 

※15 急性期病院 

急性期とは、病気を発症し、病態が不安定な状態から、治療によりある程

度安定した状態に至るまでのことであり、急性期病院とは急性期の患者さん

に一定期間の集中的な医療の提供がなされる病院のことをいいます。 

※16 高度急性期機能、急性期機能、回復期機能、慢性期機能 

高度急性期機能とは、急性期の患者さんに対し、状態の早期安定化に向

けて、診療密度が特に高い医療を提供する機能をいい、急性期機能とは、

急性期の患者さんに対し、状態の早期安定化に向けて、医療を提供する機

能をいい、回復期機能とは、急性期を経過した患者さんへの在宅復帰に向

けた医療やリハビリテーションを提供する機能をいい、慢性期機能とは、長期

にわたり療養が必要な患者さんを入院させる機能をいいます。 

※17 ７対１看護基準 

一般病棟の入院基本料における看護配置基準で、平均して入院患者7

人に対して看護職員を1名配置していることを示しています。 

本院では平成22年3月に7対1看護基準を取得しました。従来の10対1看

護よりも多く看護職員を配置し、さらに充実した看護を提供できる体制を整え

ています。 

※18 医療の質の評価・公表等推進事業 

国民の関心が高い特定の医療分野について、厚生労働省が医療の質の

評価・公表を行い、その結果を踏まえた分析・改善策を検討し、医療の質の

向上及び質の情報の公表を推進することを目的とした事業です。 

※19 臨床指標 

クリニカル・インディケーター（Clinical Indicator：CI）、またはクオリティー・イ

ンディケーター（Quality Indicator：QI、診療の質指標）と呼ばれ、病院の機能

や診療の状況などを、様々な指標を用いて数値化したものです。指標の分

析・改善を図ることで、医療の質の向上を促そうとするものです。 

※20 ＱＯＬ 

クオリティー・オブ・ライフ（quality of life）の略で、患者さんの生命、生活及

び人生の質的内容について、医療従事者が治療、検査及び看護にあたる時

に、患者さんやその家族にとっての価値判断を尊重する考え方をいいます。 

※21 社会保障制度改革国民会議 

社会保障制度改革を行うために必要な事項を審議するために内閣に置か

れた国の会議体です。医療の改革、年金の改革、介護の改革及び少子化対

策について検討し、その結果は、平成25年8月に報告書としてまとめられてい

ます。 

※22 地域完結型 

地域の医療資源を有効に活用し地域医療体制の充実を図る観点から、患

者さんの疾病や治療の段階に応じて医療機関がそれぞれの機能や役割を分

担することにより地域全体で支えることをいいます。 

※23 退院支援・退院調整 

患者さんが療養生活の場をどこにするのか、どのような生活を送るのかを

自己決定するための支援を退院支援といいます。 

退院調整とは、患者さんの自己決定を実現するために、患者、家族の意

向を踏まえて、環境・モノ・ヒトを社会保障制度や社会資源につなぐマネジメン

ト業務をいいます。 



- 14 - 

 

Ⅲ 超高齢社会と医療制度改革への対応 

※内容が病院を取り巻く社会背景のため、Ⅵ章からⅢ章へ移行。 

Ⅲ 超高齢社会と医療制度改革への対応 

１．県央二次保健医療圏の状況と地域医療構想を踏まえた役割の明確化 

平成 30 年 3 月に策定された神奈川県保健医療計画によると、県央二次保健医療圏の人口は 845,580

人、そのうち 65 歳以上の人口は 198,207 人（23.4％）で、神奈川県全体の老年人口の割合に近づいて

います。（表 12）。 

医療施設は、病院が 34 施設、一般診療所が 508 施設で、人口 10 万人に対して比較してみると、一般

診療所が若干少なくなっています（表 13）。 

【表 12】人口及び世帯 

区 分 人口総数 
人     口 

世 帯 数 
高齢者独居

世 帯 数 年少人口 
(0～14 歳) 

生産年齢人口 
(15～64 歳) 

老年人口 
(65 歳以上) 

神奈川県 9,126,214 
1,140,748 

(12.5%) 

5,744,383 

(62.9%) 

2,158,157 

(23.6%) 

  

県央地域 845,580 
108,913 

(12.9%) 

532,852 

(63.0%) 

198,207 

(23.4%) 

  

引用：神奈川県保健医療計画 

 

【表 13】医療施設 

 病   院 一般診療所 

 施設数 病床数（床） 施設数 病床数（床） 

神奈川県 338 73,964 6,648 2,726 

（人口 10 万対） 4.25 810.5 72.8  

県央地域 32 4,860   

（人口 10 万対） 3.78 574.8   

引用：神奈川県保健医療計画 

 

国立社会保障・人口問題研究所が発表した日本の地域別将来推計人口（平成 30 年 3 月）によると、

この医療圏の人口推移は 2015 年から減少していきますが、本市の人口推移は 2020 年をピークとして

2030 年から減少に転じていくことが推測されます。高齢化の進行が加速していくことによる高齢者医

療の需要の高まりや、少子化による民間医療機関の小児科、産婦人科の縮小が予想されます（図 1、図 2）。 
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Ⅲ 超高齢社会と医療制度改革への対応 

 

【図 1】神奈川県、県央二次保健医療圏、大和市の将来人口推計 

 

引用：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30 年 3 月）」 

 

 

【図 2】神奈川県、県央二次保健医療圏、大和市の高齢化率推計 

 

引用：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30 年 3 月）」 
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Ⅲ 超高齢社会と医療制度改革への対応 

 

２．病院完結型から地域完結型への移行 

以前の診療連携は、一次医療機関から二次、三次医療機関へ患者を紹介し、その医療機関が救命・延

命、治癒及び社会復帰までを担った「病院完結型」でしたが、超高齢社会に突入した現在においては、

急性期を脱した患者さんに早期退院を促し、一般診療所などを利用した自宅療養に移っていただく「地

域完結型」へと移行することが国から求められています。 

本院は二次医療機関として、主に入院医療や手術、専門的な外来医療を提供しているため、一般診療

所などの一次医療機関からの紹介を基本とする診療連携を進めていますが、今後は、地域の基幹病院で

ある急性期病院として地域完結型医療を目指し、患者さんが退院後の療養に不安を抱かぬよう、後方医

療機関等との連携を強化していく必要があります。 

そのため、平成 29 年度から「患者サポートセンター」を設置し、地域の医療・福祉機関（かかりつけ

医の先生やリハビリテーション病院・療養型病院や介護施設等）と協力して、地域の医療の充実を図り、

患者の皆様に安心していただける医療を提供しています。 

 

３．医療・保健・福祉・介護関連機関との連携強化（地域包括ケアシステムへの参画） 

国は社会保障制度改革の中で、その改革の方向性の一つとして「医療・介護サービス保障の強化」を

示し、「どこに住んでいても、その人にとって適切な医療・介護サービスが受けられる社会」を構築する

としています。 

国が目指す姿は、地域の病院、拠点病院及び回復期病院が役割分担を進め、連携を強化し、発症から

入院、回復期及び退院までをスムーズに移行することで早期の社会復帰を可能とするものです。 

これからは、国の医療制度改革等の方向性をしっかりと把握し、医療と介護が協力して切れ目の無い

サービスの提供に努めなければなりません。 

本院は、医療、保健、福祉及び介護のネットワークである大和保健医療福祉ネットワーク※24への参加

や、疾患ごとの地域連携クリティカルパスの運用などに取り組んでいますが、県央二次保健医療圏にお

いては、人口が減少し高齢化が進展することから、医療、保健、福祉及び介護の各機関が行政の協力を

得ながら連携を密にし、情報通信技術の活用による情報共有やⅡ－２「地域において必要とされる医療

機能」で述べた、地域包括ケアシステムの構築などにも積極的に協力していく必要があります。 

 

４．神奈川県地域医療構想（県央構想区域）を踏まえた大和市立病院の役割 

平成 28 年 10 月に策定された神奈川県地域医療構想では、将来の目指す姿として、「誰もが元気でい

きいきと暮らしながら、必要なときに身近な地域で質の高い医療・介護を安心して受けられる神奈川」

を掲げています。 

また、医療機関・医療関係者の役割として、「地域医療構想調整会議に参画し、地域課題を共有すると

ともに、自ら病床機能の分化に取り組むほか、他の医療機関や介護施設等との連携を強化するなど、将

来の医療需要に対応した医療提供体制の整備に協力し、県民へ質の高い医療サービスを提供します。」と

うたわれています。 

地域医療構想の中では、令和 7 年（2025 年）の医療需要の将来推計に基づく推測値として、必要病床

数や在宅医療等の必要量についても明示しています（表 14、表 15）。 
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Ⅲ 超高齢社会と医療制度改革への対応 

 

県央構想区域は、令和 7 年（2025 年）までの 75 歳以上人口増加率が県内で一番高いことから、今以

上に医療需要が高まることが予測され、がん、急性心筋梗塞、脳卒中、肺炎、骨折のすべての疾患にお

いて患者数が増加すると推計しています（表 16、表 17）。 

必要病床数では、平成 27 年の病床機能報告の病床数に対して、高度急性期病床、回復期病床及び慢性

期病床が不足する一方、急性期病床は過剰と推計されています（表 14）。 

75 歳以上の高齢者が増加することから、救急搬送は増加するものと見込まれる中にあって、回復期病

床等への転換により、急性期病床を減少した場合、救急機能の低下が懸念され、在宅医療患者の急変時

の受入れや救急患者の受入れが困難になりかねない可能性もあると記されています。 

このような将来予測のもとで本院の現状を見てみると、長年にわたり救急医療、災害医療及び小児周

産期医療の中核病院として、地域の医療需要に応えてまいりました。また、平成 24 年には本院が県央二

次保健医療圏唯一の地域がん診療連携拠点病院として国から指定を受けたことにより、神奈川県のがん

拠点病院の空白地域が解消することとなり、県央地域のがん医療のけん引役として治療や活動に努めて

います。 

これらのことから、本院に求められる役割は、構想区域における基幹病院の一つとして、将来にわた

って急性期医療の拠り所として在り続けることであり、そのためにも機能の充実、強化に努めなければ

ならないと考えます。 

また、「Ⅳ．選ばれる病院への取り組み」でも述べているように、民間医療機関では担えない医療につ

いては、それらに従事する医療スタッフの確保に努めるとともに、必要な施設、高度医療機器の充実を

図っていく必要があります。さらに、がん患者さんの増加が見込まれていることから、がん診療体制の

充実、強化とがん医療における専門知識や技術を兼ね備えるための人材育成にも力を注いでいきます。 

  

【表 14】県央構想区域における令和 7 年（2025 年）の病床数の必要量 

種  別 
医療需要 

（人/日） 

必要病床数 H27 病床機能報告数値 

病床数 構成比（％） 病床数 構成比（％） 

高度急性期 406 541 9 66 1 

急 性 期 1,615 2,071 36 3,188 62 

回 復 期 1,667 1,852 32 669 13 

慢 性 期 1,140 1,239 22 985 19 

休棟中等 － － － 239 5 

合計 4,828 5,703 100 5,147 100 

引用：神奈川県地域医療構想 

【表 15】県央構想区域における令和 7 年（2025 年）の在宅医療等の必要量（人/日） 

 H25(2013) R7(2025) 

在宅医療等 6,826 10,525 

（再掲）在宅医療等のうち訪問診療分 5,022 6,607 

引用：神奈川県地域医療構想 
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Ⅲ 超高齢社会と医療制度改革への対応 

 

【表 16】平成 22 年（2010 年）から令和 7 年（2025 年）の年代別人口増減率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

引用：神奈川県地域医療構想データ集 

 

【表 17】平成 22 年（2010 年）を１とした場合の令和 7 年（2025 年）の疾患別増加割合 

 H22(2010) H37(2025) 

がん 悪性腫瘍（全体） １．００ １．３０ 

心筋梗塞 急性心筋梗塞、再発性心筋梗塞 １．００ １．４５ 

脳卒中 脳梗塞 １．００ １．８１ 

肺炎 肺炎、気管支炎、急性細気管支炎 １．００ １．７４ 

骨折 損傷、中毒及びその他の外因の影響 １．００ １．５５ 

引用：神奈川県地域医療構想データ集 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 用 語 説 明 】 

※24 大和保健医療福祉ネットワーク 

地域で活動する医療機関や福祉、介護施設の従事者が、施設や職種にとらわれることなく、地域の保健、医療、福祉の動向や各施設等の日常的な業務内容について、研

修や意見交換等を通して共有し、それを日常的な連携に結び付けることで、患者さんや利用者へのより良いサービス提供に結び付けることを趣意として、2007年6月に設立さ

れた任意のネットワーク。毎月１回開催される定例会には、市内を中心に約50施設から様々な職種が参加しています。 

100％以上 75～100％ 50～75％ 25～50％ 0～25％ △25～0％ △50～△25％

0-14歳

横浜(△18%)
川崎北部(△8%)
川崎南部(△2%)
相模原(△19%）
湘南東部(△17%)
湘南西部(△22%)
県央(△19%)

横須賀・三浦(△26%)
県西(△29%）

15-64歳 川崎北部(0%)

横浜(△7%)
川崎南部(△1%)
相模原(△10%）
横須賀・三浦(△15%)
湘南東部(△5%)
湘南西部(△13%)
県央(△10%)
県西(△16%）

65歳以上 川崎北部(52%)

横浜(37%)
相模原(43%)
湘南東部(31%)
湘南西部(36%)
県央(39%)

川崎南部(23%)
横須賀・三浦(12%)
県西(20%)

75歳以上
川崎北部(107%)
相模原(120%)
県央(121%)

横浜(89%)
湘南東部(84%)
湘南西部(95%)

川崎南部(56%)
横須賀・三浦(52%)
県西(60%)
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Ⅳ 病院経営に求められる基盤の整備 

本院は、公立病院改革プランとして平成 21 年度から大和市立病院経営計画を策定し、それを着実に

実行してまいりましたが、平成 28 年度から赤字決算となり、収支の立て直しが喫緊の最重要課題です。 

そこで、新たな経営計画においても、継続的に取り組む課題として、病院経営の根幹となる次の重点

施策について、引き続き注力します。 

 

１．医師をはじめとする医療従事者の確保 

本院が期待される医療機能を十分に発揮するには、マンパワーの確保が最優先の課題です。 

この課題解決のため、これまでも人材紹介会社の活用、民間業者が行うリクルート事業への参加、積

極的な学生実習の受入れ及び手当等の処遇改善などの手段を講じてきましたが、今後も、様々な手法を

駆使して採用予定人数を確保できるよう努めていきます。 

更に採用だけではなく、現在、在職している職員の離職を防ぐことも重要であり、定着率の向上には

職員のワーク・ライフ・バランスへの配慮が必要なことから、多様な勤務形態や「働き方改革」に基づ

くタスクシェアリングやタスクシフティングの導入についても検討が求められております。 

また、医学生にとって魅力ある臨床研修病院となるよう、定期的にカリキュラム等を見直しするなど、

初期臨床研修医の確保と定着化を目指します。 

なお、職員確保においては、大和市職員定数条例に定められた職員定数の範囲内で、医療制度改革や

診療報酬改定、病院収支状況に合わせた柔軟な採用や職員配置にも心掛けていきます。 

【表９】職員数（各年度 3 月 31 日現在） 

 H26 H27 H28 H29 H30 

医   師 78 人 82 人 85 人 86 人 86 人 

医療技術 77 人 79 人 81 人 77 人 78 人 

看 護 師 321 人 324 人 332 人 343 人 346 人 

事   務 36 人 37 人 38 人 37 人 37 人 

そ の 他 9 人 9 人 9 人 9 人 9 人 

計 521 人 531 人 545 人 552 人 556 人 

引用：病院年報 

 

２．経営改善に向けた取り組みの強化 

(1) 常勤医の確保対策 

安定した経営基盤の構築には、必要とする診療科の医師の確保が最重要課題となります。偏在

する医師の確保については、継続して関係医療機関等と交渉してまいりましたが、今まで以上に

積極的に取り組む必要があります。 
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Ⅳ 病院経営に求められる基盤の整備 

 

記号：【総】病院総務課／【医】医事課／【経】経営戦略室／【患】患者サポートセンター 

 

【具体的な取り組み】 

・ 人材紹介会社の活用、民間業者が行うリクルート事業への参加、積極的な学生実習の受入れ、手当

等の処遇改善【総】 

・ 多様な勤務形態や「働き方改革」に基づくタスクシェアリングやタスクシフティングの導入【総】 

・ 魅力的な臨床研修病院となるよう、定期的にカリキュラム等を見直し【総】 

 

(2) 診療報酬上増収となる施設基準等の検討 

２年ごとの診療報酬改定に伴い、本院において取得が可能と考えられるすべての加算について、

それぞれの所管において検討チーム等を設置し、取得に向けた課題等を個別具体的に整理したう

えで、人員配置、業務運用などを見直し、各種加算の取得を目指します。 

 

【具体的な取り組み】 

・ 所管別検討チーム等の設置【経】 

 

(3) 収益向上インセンティブの創設の検討 

目標設定した収益を達成した診療科に対して、手当等の支給ができるなど、収益向上につなが

る制度を検討していきます。 

 

【具体的な取り組み】 

・ 目標設定した収益を達成した診療科に対する手当支給等、収益向上につながる制度の創設【総】 

 

(4) 経営に対する職員の意識の改善 

厳しい経営状況について全職員に対して理解・協力を求めるため、各診療科の診療活動を数値

で示し、黒字時期や全国のベンチマークとの比較でのヒアリングの実施と、追跡評価を行うとと

もに、収益向上に向けた適正な診療報酬算定や高額医療機器の適正稼働を徹底し、経営的な側面

からの全職員の意識改革を強化していきます。 

 

【具体的な取り組み】 

・ 黒字時期や全国のベンチマークとの比較をしたうえでの診療科別ヒアリングの実施【経】 

・ 収益向上に向けた適正な診療報酬算定や高額医療機器の適正稼働の徹底【医】 

・ 経営的な側面からの全職員の意識改革【経】 

 

(5) 救急応需率の向上 

救急応需率 90%（Challenge 90!）を目標に掲げ、救急診療体制を見直すとともに、救急隊との連

携強化に向けた定期的な情報交換を実施し、より一層の救急患者の受入れを推進します。 
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Ⅳ 病院経営に求められる基盤の整備 

 

【具体的な取り組み】 

・ 救急応需率 90%（Challenge 90!）達成に向けた救急診療体制を見直し【医】 

・ 救急隊との連携強化に向けた定期的な情報交換【医】 

 

(6) 地域医療支援病院の認定取得 

地域医療支援病院としての認定は、経営上重要な加算となっています。院内に設置した地域医

療支援病院運営委員会を活用し、基準値である紹介率 65%・逆紹介率 40%以上の維持・向上をし

ていきます。 

 

【具体的な取り組み】 

・ 地域医療支援病院の認定【患】 

・ 地域医療支援病院基準値の維持・向上をめざす「地域医療支援病院運営委員会」を開催【患】 

 

(7) 占床率の向上 

患者サポートセンターが中心となり、診療科ごとの病床枠に捉われず、診療部、看護部と連携し

病棟を超えての効率的なベッドコントロールに努め、占床率の向上を目指します。 

 

【具体的な取り組み】 

・ 患者サポートセンターによる効率的なベッドコントロール【患】 

 

(8) 費用削減の取り組み 

病院事業費用は、職員増、高額医療機器の保守委託、施設の老朽化による施設修繕など、給与

費、経費は年々増加傾向にあります。費用については、効率的、合理的な運用の見直しを行い、無

駄のない適正な支出に努めます。 

 

【具体的な取り組み】 

・ 効率的、合理的な予算執行への見直し【総】 

 

 

３．収入の確保と収入に見合った費用の計上 

地方公営企業法第 3 条には、経営の基本原則がうたわれており、そこには「地方公営企業は、常に企

業の経済性を発揮するとともに、その本来の目的である公共の福祉を増進するように運営されなければ

ならない」とあります。 

公営企業は、民間企業とは異なり営利を追求するものではありませんが、地域住民から財貨を得てサ

ービスを提供していることから、継続的に採算性を改善していかなければなりません。 
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Ⅳ 病院経営に求められる基盤の整備 

 

収入にあたる入院、外来収益では、病院事業収益の 80％を占める大きな柱であることから、地域の医

療需要を見据えたなかで、医療機能の充実が図られる算定可能な診療報酬を的確に見極めていきます。 

支出にあたる病院事業費用においては、薬品、医療材料などの費用は入院、外来収益に応じて支出が

増減する変動費にあたることから、公定価格との差益を生み出す効率的な購入を心掛けていきます。 

また、損益分岐点に応じた固定費となる経費の計上だけでなく、競争原理を活かした契約手法の徹底

による委託費の節減や、効率的な設備の運転により光熱水費の節減に努めます。 

なお、「収入」と「支出」の動きを把握するためには、原価計算が不可欠であることから、原価計算デ

ータを活用していきます。 

【表 10】医業収支                               単位：千円 

 H26 H27 H28 H29 H30 

医業収益 9,691,320 10,207,565 9,953,230 9,861,180 10,153,620 

医業費用 10,069,418 10,575,933 10,864,432 11,155,828 11,500,089 

収支差引 △378,098 △368,368 △911,202 △1,294,648 △1,346,469 

引用：病院決算書 

 

４．施設や設備の維持 

本院は建設から 25 年が経過し、建設当時と現在とでは診療科数や職員数は当時とは大きくかけ離れ

ております。それにもかかわらず、増大していく医療需要に応えるため、これまで諸室の改修や救急棟

の増築、手術室の増設など、求められる医療を提供する体制を整えてきました。 

しかしながら、施設の老朽化はいたるところで目立つようになってきており、建物保存計画に基づき

平成 26 年度に行った建物の劣化調査結果を踏まえ、向こう 15 年程度現在の病院を使用する前提に立っ

て効率的な施設保全を行い、施設の長寿命化を図っていきます。 

また、省エネルギー設備や機器を導入し、エネルギーを効率的に使用することで、その消費を抑制し

ていくとともに、再生可能エネルギーの利用についても検討していきます。 

なお、施設や設備の定期保守においては、その延命化を主目的に、よりコストパフォーマンスが発揮

できるような点検を心掛けていきます。 

【表 11】施設、設備関係費用                          単位：千円 

 H26 H27 H28 H29 H30 

施設修繕費 50,480 42,272 44,551 53,291 43,202 

施設保守委託費 70,597 84,937 58,570 56,497 61,540 

工事請負費 36,317 212,478 91,196 27,177 32,985 

引用：病院決算書 
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Ⅴ 選ばれる病院への取り組み 

 ※中項目の順序を変更（地域医療体制の充実と地域医療機関との連携強化は関連する面あり） 

Ⅴ 選ばれる病院への取り組み 

本院が地域の基幹病院として存続していくには、患者さん、地域の医療機関、また医療従事者からも

選ばれる病院でなければなりません。 

そのため、大和市立病院の特色を充実させ、患者さんには「市立病院に診てもらってよかった」と言

っていただけるよう、次の項目について積極的に取り組んでいきます。 

なお、医療従事者には「やりがい」を提供し、選ばれる病院となるための取り組みについては、「Ⅳ 病

院経営に求められる基盤の整備」を参照ください。 

 

１．各種がん診療体制の充実 

本院は地域がん診療連携拠点病院として、県央二次保健医療圏のがん医療の質の維持・向上に努めな

ければなりません。 

とくに放射線治療においては、高精度の治療装置の整備ができたことから、常勤医師を確保し疼痛緩

和治療だけでなく、今まで大学病院クラスの専門病院でしか対応できなかった根治治療分野のがん診療

体制の機能強化を図ります。 

また、がん診療に従事する職員を確保することも重要であることから、院内での研修を充実させるこ

とに加え、院外の養成研修にも積極的に職員を参加させ、専門薬剤師や認定看護師を養成していきます。 

今後、高齢化の進行でがん患者も増加することが見込まれることから、がん相談や緩和ケアの体制を

充実させます。また、現在のがんは早期発見によって治癒が可能になってきていることから、患者さん

に対するがん知識の普及・啓発にも取り組みます。 

 

２．小児医療の拠点化、周産期医療の充実 

小児科、産婦人科は医師不足の象徴的な診療科であり、本院においても、過去には両科の医師が減少

し、病院経営に大きな影響を与えたことがありました。しかし、現在では小児科 13 名、産婦人科 10 名

の医師を擁しています。この両科の医師が減少することは、地域の子育てに対しても多大な影響が生じ

ることから、小児科医師、産婦人科医師を確保していくため、今後も大学教室と更なる連携強化に努め

ていきます。 

また、地域住民が安心して子どもを産み、育てていくことができるよう、小児救急の地域の拠点とし

て、引き続き 24 時間 365 日の受け入れ体制を維持していくとともに、行政が実施する子育て支援事業

への協力についても積極的に取り組んでいきます。 
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Ⅴ 選ばれる病院への取組み 

 

３．医療安全対策、感染対策の強化 

良質な医療サービスを提供するには医療安全対策、感染対策への配慮は欠くことができません。 

本院では、医療安全管理委員会が中心となって活動を行っていますが、さらなる情報の収集及び分析

を行い、的確な医療安全対策の実施と医療安全に関する研修会を開催していきます。 

また、医療安全対策には事例データの蓄積が重要であることから、リスクマネージャー委員会が中心

となって、インシデント・アクシデントレポート※25の提出を強化していきます。 

感染対策では、新型インフルエンザなどの新興感染症への対応やＭＲＳＡ※26 などの各種耐性菌のア

ウトブレイク※27対応など、業務内容が高度化・複雑化しています。 

本院では、感染対策担当医師のもと、感染管理認定看護師を専任の院内感染管理担当者として配置し

ており、院内への専門知識の普及・啓発に努めるとともに、院内感染防止対策委員会や院内感染対策チ

ームが中心となって、研修会の開催、院内感染のサーベイランス（調査・監視）などの活動を精力的に

行っていきます。 

 

４．地域の医療機関等との連携強化 

新公立病院改革ガイドラインでは、地域の医療提供体制の確保を図るため、医療機関の再編・ネット

ワーク化について検討することとしていますが、特に再編について十分な検討を要する公立病院とは、

①施設の新設・建替え等の予定がある病院、②病床利用率が特に低水準である病院（過去 3 年間連続し

て 70%未満）、③医療機能の見直しを検討することが必要な病院、であり、本院についてはそれには該当

していません。 

地域の基幹病院として急性期医療を支えている本院は、地域の医療機関等と連携を図り、患者さんに

対し効率的に医療を提供しなければなりません。 

本院は大和市医師会の協力のもと、患者さんにかかりつけ医を持っていただくことや、開放病床の設

置、高度医療機器の共同利用など、病診連携、病病連携にこれまでも取り組んできており、患者サポー

トセンターを設置し、地域の医療機関に加えて、介護、福祉関係施設とも連携しています。 

これからは、地域医療支援病院としての承認をめざし、医療機能の連携を更に推進し、紹介率・逆紹

介率を一定の水準以上で運営しつつ、地域医療機関を対象とした地域連携クリティカルパスの普及や症

例検討会を充実していきます。 

 

５．救急医療体制の充実 

本院では自治体病院の責務として、地域の救急医療体制の維持に取り組んでいるところでありますが、

今以上に受入体制を強化するには医師の業務負担が増すことなど、課題があります。そのため、地域医

療支援病院の承認を受けることによって選定療養費を増額し、予約なしで来院する外来患者への診察負

担軽減をはかるなど、医師の業務負担全体を整理することが欠かせません。 

そうした取り組みと並行しつつ、医師会、行政機関及び他の医療機関との連携協力体制を強化し、地

域全体の救急医療の充実に取り組んでいきます。 
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Ⅴ 選ばれる病院への取組み 

 

６．災害発生時の体制整備 

本院は大規模災害時に傷病者を受け入れる災害拠点病院として、平成 10 年に神奈川県から指定を受

けましたが、災害発生時に災害拠点病院としての機能がどれだけ発揮できるかは、日常からの備えが重

要となってきます。 

東日本大震災後、ＤＭＡＴ隊員の養成、非常用発電機用重油タンク増設、傷病者受入実地訓練など様々

な取り組みを行ってきましたが、今後も災害拠点病院として、ＤＭＡＴ隊員の増員や近隣病院との合同 

 

訓練など災害対応能力の向上に努めます。 

発災後できるだけ早く災害時医療を提供するため、ＢＣＰ（業務継続計画）に基づいた研修、訓練を

実施します。 

また、災害発生時に確保が困難となる水、食料、医薬品などはすでに最低限必要な数量は備蓄してい

ますが、今後は災害時にいち早く供給が可能となるよう関係機関との協定締結に取り組んでいきます。 

 

７．病院ホスピタリティ※28の向上 

病院を訪れる患者さんは様々であり、我々職員は、患者さん一人ひとりに応じた医療サービスの提供

に心がけなければなりません。 

本院では、業務改善推進委員会が中心となって、入院患者及び外来患者の患者満足度調査を毎年実施

しているほか、院内に「病院長への手紙」という投書箱を設置するなど、積極的に患者さんの声を聴く

ことで、患者さん目線でのサービスの見直しを図ってきました。その成果として具体的には、外来待合

ソファの刷新、トイレの改修、売店・レストランの整備、多言語の院内表示、通訳の充実、職員の接遇

教育などがあげられます。 

今後も、診療だけではなく、施設、組織及び運営方法など、病院を構成する様々な要素に対し、患者

さんの視点を持ち合わせた改善、改革に引き続き取り組んでいきます。 

また、職員はコミュニケーション能力に磨きをかけ、患者さんや病院利用者の意向を的確にくみ取り、

患者さんや病院利用者に優しい病院づくりを進めていきます。 

 

 

【 用 語 説 明 】 

※25 インシデント・アクシデントリポート 

医療事故等報告制度のことで、医療事故（アクシデント）や医療事故までに至ら

なかった事例（インシデント）を報告することによって、原因を分析し、以降の事故

を未然に防ぐことを目的としています。 

※26 ＭＲＳＡ 

メチシリン耐性黄色ブドウ球菌（Methicillin-resistant Staphylococcus aureus）

の略です。多くの抗菌薬に耐性であり、術後患者や免疫抑制状態の患者では、術

創感染症や敗血症、ＭＲＳＡ腸炎などを引き起こし、ショック症状や多臓器不全を

経て死亡する場合も多く、この菌の蔓延は医療の現場で大きな障害となっていま

す。 

※27 アウトブレイク 

感染症について一定期間内にある限られた範囲内あるいは集団の中で、感染

者が通常発生している以上に発生することを指します。 

※28 ホスピタリティ 

ホスピタリティ(hospitality)は、親切にもてなす、おもてなしの心、などという意味

で用いています。 
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Ⅵ 課題解決と経営改善に向けた具体的な取り組み 

「Ⅳ 病院経営に求められる基盤の整備」や「Ⅴ 選ばれる病院への取り組み」の中で掲げた表題（目

的）を達成するため、バランススコアカード※29 を利用し、「学習と成長」「業務プロセス」「患者サービ

ス」「財務」の４つの視点から、目的達成や課題解決につなげていきます。また、各視点の目標実現のた

め、必要な要因を見極め、達成度を測定・評価する指標を設け、目的を遂行するための体系を整理しま

す（巻末資料）。 

 

１．学習と成長 

病院職員の技術向上やプロフェッショナルとしての自覚を促すために、学習と成長に関して次のとお

り目標を定め、施策を展開していきます。 

目標１．研修及び人材育成の充実 

継続 実習学生の積極的な受入れ【総】 

継続 学会や研修会に参加しやすい職場環境の整備【総】 

継続 市民向け講座の種類や回数の充実と情報の積極的な提供【患】 

継続 職員の災害対応能力の向上につなげる研修の実施【総】 

継続 医療分野の専門・認定資格を持つ職員の育成【総】 

継続 医師（医療職）への医療情報の提供【総】 

目標２．ワーク・ライフ・バランスに配慮した職場づくり 

新規 「働き方改革」に基づく医師等の業務の分散、効率化【総】 

継続 男女ともに子育てや介護など職員のライフステージに合わせた職場環境の提供【総】 

目標３．働く職員の満足度向上 

継続 宿舎や食堂などの福利厚生の見直し【総】 

 

 

２．業務プロセス 

日常の医療活動を効果的・効率的に運営していくために、業務プロセスに関して次のとおり目標を定

め、施策を展開していきます。 

   目標１．チーム医療の推進 

継続 適切な医療、患者サービスに応じた定員管理と適正な人員配置【総】 

継続 がんの集学的治療と緩和ケアの充実【患】 
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目標２．病院機能の強化 

継続 急性期病院として手術件数の増 

継続 「断らない救急」を目指す体制づくり【医】 

継続 小児医療の拠点化を進め、小児救急の 24 時間 365 日体制の充実【医】 

継続 ハイリスク妊産婦※30などの受入体制整備【医】 

継続 医療安全管理、院内感染管理の充実【安】 

目標３．医療の質の標準化 

継続 院内クリティカルパス※31を普及、拡大する【医】 

継続 ＤＰＣデータを分析して本院の強みと弱みを把握し改善につなげる【医】 

継続 臨床指標を利用した医療の質の評価を行う【医】 

継続 医療事故の発生予防と情報の共有化を図り、積極的な情報提供に努める【安】 

目標４．地域連携の推進 

継続 退院支援体制の充実【患】 

継続 地域医療機関からの紹介・予約受付体制の充実【患】 

 

 

３．患者サービス 

基本理念として掲げている「市民の皆様から信頼される地域の基幹病院として良質かつ適切な医療サ

ービスの提供」を行うために、患者サービスに関して次のとおり目標を定め、施策を展開していきます。 

 

目標１．患者ニーズの把握と情報提供 

継続 定期的に患者満足度調査を実施し、満足度向上策を具体的に検討し、改善する【経】 

継続 待ち時間対策の実施【医】 

目標２．相談窓口の充実 

継続 がん相談支援体制の充実【患】 

目標３．患者さんが心地よく過ごせる施設整備 

継続 より快適な環境整備【総】 

継続 多言語に対応した施設整備【医】 

継続 災害発生後の水、食料及び医薬品を確保する協定締結を進める【総】 
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４．財 務 

平成 28 年度から経営は赤字へ転換しましたが、安定した経営状態へ改善していくために、財務に関

して次のとおり目標を定め、施策を展開していきます。 

  

目標１．収入増加・確保対策の推進 

継続 診療報酬における加算点数等の定期的な見直し【医】 

新規 経営上必要となる診療科の医師の充足【総】 

目標２．支出管理の徹底 

継続 職員給与費対医業収益比率の 50％以下【総】 

継続 資金繰り表作成による資金の適正管理と効率的な運用【経】 

継続 更なる省エネへの取り組み【総】 

新規 医療機器や施設・設備の効率的、合理的な維持管理体制の見直し【総】 

新規 薬品、診療材料などの購買交渉と効率的な購入方法の見直し【総】 

目標３．経営分析による収支改善 

継続 診療科別収入目標の達成状況評価と課題分析【医、経】 

継続 経常収支の収支均衡【経】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

【 用 語 説 明 】 

※29 バランススコアカード 

バランススコアカードとは、４つの視点（財務の視点、顧客の視点、業務プロセス

の視点、学習と成長の視点）を用いて、バランスのとれた業績評価を行うことで、

経営の課題解決や目標達成につなげていく経営マネジメント手法のことです。 

※30 ハイリスク妊産婦 

ハイリスク妊産婦とは、出産前後における母体、胎児（または新生児）に重大な

予後不良が予想される妊産婦のことをいいます。 

※31 院内クリティカルパス 

良質な医療を効率的かつ安全・適正に提供するための手段として開発された

診療計画書です。診療の標準化、根拠に基づく医療の実施、インフォームドコンセ

ント（説明と同意）の充実、業務の改善、チーム医療の向上などの効果が期待さ

れています。 
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 ※１．債務超過の回避に向けた経営改善を追加 

Ⅶ その他留意すべき事項 

１．債務超過の回避に向けた経営改善 

本院の平成 30 年度決算は、平成 28 年度から 3 か年続けての赤字となりました。それにより、病院設

立以来の累積赤字により貸借対照表における資本金は 8 億 5 千 2 百万円あまりとなり、10 億円を下回

りました。それにより、この 2 年間と同様の赤字幅が続いた場合、令和 3 年度には債務超過になります。 

一般的に、企業が債務超過に陥ると金融機関からの融資を受けることが難しくなり、さらに取引先や

仕入れ先からの信用までも失ってしまいます。必ずしも債務超過が倒産に結びつくわけではありません

が、負債の返済が滞れば事業継続は困難となります。それに対して公営企業で運営している病院事業の

場合は、債務超過の状態で事業を継続している例もあります。ただし、適当な財務状況でないことは明

白なことから、債務超過を回避するために、事業の立て直しや増資、または経営形態の見直しなど、あ

らゆる方策を検討しなければならない状況と言えます。 

 

２．一般会計負担の考え方 

(1) 一般会計負担金の考え方について 

地方公営企業である自治体病院に対しては、企業性の発揮と公共の福祉の増進を経営の基本原

則とするものと定め、経営に要する経費は経営による収入をもって充てる独立採算性が原則とさ

れています。 

しかしながら、自治体病院は地域の基幹病院として、採算性がなくとも救急医療（本院の場合、

特に小児救急）や災害時医療等の役割を担う必要があり、「その性質上企業の経営に伴う収入をも

って充てることが適当でない経費」「能率的に経営を行ってもなおその経営に伴う収入のみをもっ

て充てることが困難と認められる経費」等については、一般会計が負担する、一般会計負担金の制

度が設けられており、毎年国がその基準を定めています。 

本院においては、地方公営企業法に則り、独立採算制を原則とした運営に努めているところで

すが、地域医療構想においても求められている採算性が困難な役割を担う必要があることから、

基準に基づいて、一般会計からの適正な繰り入れを行っていきます。 

さらに、現金の枯渇や債務超過により病院の経営が危機的な状況に陥るようなことがあった場

合は、繰入金のほか長期貸付や資本増強等についても市当局と調整しなければならない状況にあ

ります。 

(2) 繰出基準 

毎年、総務副大臣から地方公営企業繰出金についての基本的な考え方、いわゆる繰出基準が通

知され、それに基づき一般会計による負担について調整を行っています。 

この繰出基準に基づいて本院が得ている繰入金は次のとおりです（表 18）。 
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【表 18】繰入金一覧 

項  目 繰 出 基 準 
H30 年度 

繰入額(千円) 

救急医療の確保に要する経費 救急告示病院における医師等の待機及び空床の確保等救急医療の確

保に必要な経費に相当する額 

 281,284 

保健衛生行政事務に要する経

費 

集団検診、医療相談等に要する経費のうち、これに伴う収入をもって充

てることができないと認められるものに相当する額 

80,098 

病院の企業債償還利息に要す

る経費 

企業債償還利息の2分の１（平成14年までに着手した事業に係る償還

利息にあっては3分の2）の額 

95,933 

医師及び看護師等の研究研修

に要する経費 

医師及び看護師等の研究研修に要する経費の2分の1の額 16,687 

高度医療に要する経費 高度な医療で採算をとることが困難であって、公立病院として行わざる

を得ないものの実施に要する経費のうち、これに伴う収入をもって充て

ることができないと認められるものに相当する額 

266,602 

周産期医療に要する経費 周産期医療の実施に要する経費のうち、これに伴う収入をもって充てる

ことができないと認められるものに相当する額 

181,713 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ医療に要する経費 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ医療の実施に要する経費のうち、これに伴う収入をもって

充てることができないと認められるものに相当する額 

56,059 

基礎年金拠出金及び児童手当

に係る公的負担に要する経費 

地方公営企業職員に係る基礎年金拠出金に係る公的負担額及び児童

手当の給付に要する経費 

198,330 

小児医療に要する経費 小児医療の用に供する病床の確保に要する経費のうち、これに伴う収

入をもって充てることができないと認められるものに相当する額 

119,170 

院内保育所に要する経費 病院内保育所の運営に要する経費のうち、その運営に伴う収入をもって

充てることができないと認められるものに相当する額 

59,124 

 

３．経営形態について 

本院は、開院以来、経営形態としては地方公営企業法一部適用を採用し、運営を行ってきたところで

すが、国の示すガイドラインでは、民間的手法の導入の観点から、次の５つの経営形態が示され、経営

形態の見直しを含めて検討するよう求められています。 

(1) 地方公営企業法の全部適用 

地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）の全部適用は、同法第２条第３項の規定により、病

院事業に対し、財務規定等のみならず、同法の規定の全部を適用するものです。 

この形態は、事業管理者に対し、人事・予算等に係る権限が付与され、より自律的な経営が可能

となることが期待されるものですが、比較的取り組みやすい反面、経営の自由度拡大の範囲は、地

方独立行政法人化に比べて限定的であり、また、制度運用上、事業管理者の実質的な権限と責任の

明確化を図らなければ、民間的経営手法の導入が不徹底に終わる可能性もあります。 

(2) 地方独立行政法人化（非公務員型） 

非公務員型の地方独立行政法人化は、地方独立行政法人法の規定に基づき、地方独立行政法人

を設立し、経営を譲渡するものです。 

地方公共団体と別の法人格を有する経営主体に経営が委ねられることにより、地方公共団体が

直営で事業を実施する場合に比べ、例えば予算・財務・契約、職員定数・人事などの面でより自律

的・弾力的な経営が可能となり、権限と責任の明確化に資することが期待されるものですが、この

場合、設立団体からの職員派遣は段階的に縮減を図る等、実質的な自律性の確保に配慮すること

が適当とされます。 
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(3) 指定管理者制度の導入 

指定管理者制度は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２第３項の規定により、

法人その他の団体であって当該普通地方公共団体が指定するものに、公の施設の管理を行わせる

制度です。 

民間の医療法人等（日本赤十字社等の公的医療機関、大学病院、社会医療法人等を含む。）を指

定管理者として指定することで、民間的な経営手法の導入が期待されるものです。 

本制度の導入が所期の効果を上げるためには、①適切な指定管理者の選定に特に配意すること、

②提供されるべき医療の内容、委託料の水準等、指定管理者に係わる諸条件について事前に十分

に協議し相互に確認しておくこと、③病院施設の適正な管理が確保されるよう、地方公共団体に

おいても事業報告書の徴取、実地の調査等を通じて、管理の実態を把握し、必要な指示を行うこと

等が求められます。 

(4) 民間譲渡 

地域の医療事情から見て公立病院を民間の医療法人等に譲渡し、その経営に委ねることが望ま

しい地域にあっては、これを検討の対象とすべきとしています。ただし、公立病院が担っている医

療は採算確保に困難性を伴うものを含むのが一般的であり、こうした医療の提供が引き続き必要

な場合には、民間譲渡に当たり相当期間の医療提供の継続を求めるなど、地域医療の確保の面か

ら譲渡条件等について譲渡先との十分な協議が必要です。 

(5) 事業形態の見直し 

地域医療構想においては、構想区域における医療需要や病床の機能区分ごとの将来の病床数の

必要量が示されています。これに加え、介護・福祉サービスの需要動向を十分検証することによ

り、必要な場合、診療所、老人保健施設など病院事業からの転換を図ることも含め事業形態自体も

幅広く見直しの対象とすべきとするものです。 

 

 

本院では、平成 25 年度に経営形態について検討を重ね、新たなコストをかけて他の経営形態とする

必要性はないものの、その課題は常に視野に入れておくべきものであり、今後の医療を取り巻く大きな

環境変化や本院の経営状況によっては、適切な時期を見極めたうえで改めて経営形態の見直しの検討が

必要であるとしつつ、現時点においては、地方公営企業法の一部適用※33のまま、病院運営を維持・継続

することが適当であるという一定の結論を得ています。 

しかしながら、非常に厳しい経営状況が今後も続くことが想定されるため、経営の健全化、安定化の

ため、収支改善に向けた具体的な取り組みを着実に遂行しなければならない状態にあります。 

また、地域医療構想を達成するための一つの選択肢として、新たに「地域医療連携推進法人」という

組織体も制度化されたところであり、本院を取り巻く周辺環境の急激な変化に柔軟に対応することがで

きる経営形態にシフトしていけるよう、検討を進める必要があると言えます。 
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Ⅷ 点検・評価・公表と見直し 

本計画では「学習と成長」「業務プロセス」「患者サービス」「財務」に掲げた目標の達成と施策の進行

を管理し、経営改善を確実に進めていくため、その実施状況の点検・評価・公表を行い、必要に応じて

計画の見直しを図ります。 

 

１．点検・評価・公表について 

各指標の達成度は、年度ごとの進行管理の中で点検・評価します。施策の進行管理には、指標にもっ

とも関連が深い部署が指標値を設定したアクションプランを作成し、進捗状況を確認しながら、改善や

改革を見出せるような仕組みを設けます。なお、公立病院改革ガイドラインや地域医療ビジョンの内容

によっては、指標値の見直し、再設定を行います。また、客観的な評価を確保するため、大和市立病院

運営審議会に報告し、意見を求めることとします。さらに点検及び評価の結果は、ホームページなどを

通じて公表していきます。  ※ 昨年度の数値については、現在とりまとめ中 

 

２．計画の見直しについて 

総務省から示された新たな公立病院改革ガイドラインでは、「点検・評価等の結果、新改革プランに掲

げた数値目標の達成が著しく困難である場合には、抜本的な見直しを含め新改革プランの改定を行うこ

とが適当である」としており、併せて「地域医療構想や地域医療構想調整会議の合意事項と齟齬が生じ

た場合には、速やかに新改革プランを修正すべきである」とも示されています。 

また、計画期間内には２度の診療報酬の改定があり、改定内容によっては、本院の運営に大きな影響

を与えることも想定されます。 

これらのことから、国、県の医療制度の動向を十分に踏まえ、本院の置かれている状況に即して、計

画の見直しを行っていきます。 
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Ⅸ 収支目標 

 

Ⅸ 収支目標 

１．対象期間中の収支計画 

本院は平成 23 年度以降、経常黒字を確保していましたが、入院収益の増収にもかかわらず、人件費の

増加や総合医療情報システム等の大型資本投資にかかる費用の増加の影響から、平成 28 年度から経常

赤字決算となっており、収益が伸びない状況の中、人件費や経費などの固定費用が増加傾向にあります。

これが経営状況を圧迫している大きな要因と捉えています。 

なお、新改革ガイドラインにおいては、新改革プランの対象期間中である平成 32 年度（令和 2 年度）

までに経常収支の黒字化（経常収支率 100%以上）が求められています。 

 

        H30 R1 R2 R3 R4 R5 

入
院 

占床率 73.9% 76.7% 77.7% 79.4% 79.4% 79.4% 

一日平均患者（人） 297.8 309.1  313.1  320.0  320.0  320.0  

一人一日当り収入（円）       

外
来 

一日平均患者（人） 920.7 900.0  875.0  875.0  875.0  875.0  

一人一日当り収入（円）       

        単位：千円（税込） 

収 

益 

的 

収 

入 

医業収益        

  料金収入       

    入院収益       

    外来収益       

  その他       

    うち一般会計負担金       

医業外収益       

  他会計負担金・補助金       

  国・県補助金       

  その他       

経常収益       

収 

益 

的 

支 

出 

医業費用       

  職員給与費       

  材料費       

  経費       

  減価償却費        

  その他       

医業外費用       

  支払利息       

  その他       

経常費用       

経常損益       

特別 

収支 

特別利益       

特別損失       

純利益       
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経営計画を進行管理するための指標 

  

経営計画を進行管理するための指標 

 

『新公立病院ガイドライン』より抜粋  

３ 新改革プランの内容 

(1) 地域医療構想を踏まえた役割の明確化 

④ 医療機能等指標に係る数値目標の設定 

当該公立病院が、その果たすべき役割に沿った医療機能を十分に発揮しているかを検証する観点から、 

以下の例示を踏まえ適切な医療機能等指標について、数値目標を設定する。 

1) 医療機能・医療品質に係るもの 

救急患者数、手術件数、臨床研修医の受入件数、医師派遣等件数、紹介率・逆紹介率、訪問診療・ 

看護件数、在宅復帰率、リハビリ件数、分娩件数、クリニカルパス件数 など 

2) その他 

患者満足度、健康・医療相談件数 など 

(2) 経営の効率化 

① 経営指標に係る数値目標の設定 

新改革プラン対象期間末時点における数値目標を定める。この場合、経常収支比率及び医業収支比率に 

ついては、必ず数値目標を設定するとともに、自らの経営上の課題を十分に分析し、課題解決の手段としてふ 

さわしい数値目標を定めるものとする。 
 

Ⅲ－１．医師をはじめとする医療従事者の確保 

ＢＳＣ別目標 
成果を計る 

主な指標 
計算式等 

現状値 

(H30 実績)  

最終目標 

(R5) 
目標の設定理由 

【学習と成長】 

研修及び人材 

研修医選考 

受験者数 

臨床研修医選考 

受験者数 

9 人   

 

育成の充実 

*病院総務課 

実習受入人数 本院で実習した 

学生数 

296 人   

 

 学会等発表 

者数 

学会等において 

発表を行った人数 

74 人   

 

【学習と成長】 

ワーク・ライフ・ 

育児休業者・ 

介護休暇者数 

育児休業者と介護休暇

者の男女別人数 

男  0 人 

女 49 人 

  

 

バランスに配慮

した職場づくり 

*病院総務課 

託児室延園 

児数 

(夜間託児含む) 

託児室の年間延園児

数 

5,623 人   

 

【学習と成長】 

働く職員の満足 

離職率 看護職員における在職

者に占める退職者割合 

7.5％   

 

度向上 

*病院総務課 

平均在職年数 職員の在職年数 

の平均 

医 1  3 年 9 月 

医 2 11 年 7 月 

医 3 9 年 11月 

  

 

【業務ﾌﾟﾛｾｽ】 

チーム医療の 

推進 

医療職職員数 4/1 時点の 

医療職職員数 

医 1  85 人 

医 2  77 人 

医 3 346 人 

  

 

*病院総務課 平均時間外勤

務時間数 

職員の時間外勤務 

時間の平均 

195 時間   

 

【財務】 

支出管理の徹底 

*病院総務課 

職員給与比率 医業収益に対する職員

給与費比率 

54.0％   
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Ⅲ－３．収入確保と収入に見合った費用の計上 

ＢＳＣ別目標 
成果を計る 

主な指標 
計算式等 

現状値 

(H30 実績)  

最終目標 

(R5) 
目標の設定理由 

【業務ﾌﾟﾛｾｽ】 

手術件数 

*医事課 

１年間で実施し

た手術件数 

臨床研修医選考 

受験者数 

4,503 件 4,600 件  

 

 

【業務ﾌﾟﾛｾｽ】 

医療の質の 

院内ｸﾘﾃｨｶﾙ 

ﾊﾟｽ導入患者率 

入院患者のうちｸﾘﾃｨｶ

ﾙﾊﾟｽ適用患者割合 

46.4％ 50.0％  

 

標準化 

*医事課 

DPC 機能評価 

係数Ⅱ(4/1 時点) 

医療機関が担う役割等

を評価する DPC 係数 

0.0668 0.668  

 

 平均在院日数 入院から退院までの 

平均日数 

10.3 日 11.0 日  

 

【財務】 

経営分析による 

医業収支比率 医業収益に対する医業

費用比率 

88.3％   

 

収支改善 

*経営戦略室 

経常収支比率 経常収益に対する経常

費用比率 

95.4％   

 占床率 全病床に占める入院患

者割合 

70.9％   

 

【財務】 

収入増加・確保 

DPC 機能評価 

係数Ⅰ(4/1 時点) 

人員配置や有する機能

を評価する DPC 係数 
0.2142 0.2142 

 

 

対策の推進 

*医事課 

施設基準届出数 

 (4/1 時点) 

診療報酬算定の施設

基準届出数 
80  

 

 

【財務】 

支出管理の徹底 

預金利息 資金運用を行って得た

預金利息 
129 千円 

  

 

*経営戦略室 材料費比率 医業収益に対する材料

費比率 
25.3％ 

  

 

 

Ⅲ－４．施設や設備の維持 

ＢＳＣ別目標 
成果を計る 

主な指標 
計算式等 

現状値 

(H30 実績)  

最終目標 

(R5) 
目標の設定理由 

【患者ｻｰﾋﾞｽ】 

患者さんが心地 

外国語通訳 

利用者数 【患】 

診療等において外国語

通訳を利用した患者数 
3,448 人 

  

よく過ごせる施

設   *医事課 

業務改善提案 

件数    【経】 

業務改善として提案さ

れた数 
件 

  

【財務】 

支出管理の徹

底*病院総務課 
光熱水使用量 

電気、ｶﾞｽ、 

上水、井水の 

年間使用量 

電気 518 万 kwh 

ｶﾞｽ 834,661 ㎥ 

上水 67,311 ㎥ 

井水 29,735 ㎥ 

  

 

【学習と成長】 

働く職員の満足

度向上 

*病院総務課 

職員満足度 

調査結果 

職員満足度調査におけ

る満足率の割合 
新規  

 

 

 

Ⅳ－１．救急医療体制の充実 

ＢＳＣ別目標 
成果を計る 

主な指標 
計算式等 

現状値 

(H30 実績)  

最終目標 

(R5) 
目標の設定理由 

【業務ﾌﾟﾛｾｽ】 

病院機能の 

救急受診患者数 救急で受診した患者数 
10,672 人 12,000 人 

 

 

強化 

*医事課 

救急車受入件数 救急車で受け入れた 

患者数 2,261 人 2,500 人 
 

 

 救急患者入院率 救急患者のうち入院 

となった患者割合 
19.0％ 25.0％  
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経営計画を進行管理するための指標 

 

Ⅳ－２．各種がん診療体制の充実 

ＢＳＣ別目標 
成果を計る 

主な指標 
計算式等 

現状値 

(H30 実績)  

最終目標 

(R5) 
目標の設定理由 

【学習と成長】

研修及び人材 

当院主催緩和 

ｹｱ研修修了者数 

当院で実施している緩和 

ｹｱ研修の延修了者数 
225 人  

 

 

の育成 

*患サポ 

がん関連認定 

資格者数 

がん関連の認定資格を 

取得している職員数 
10 人  

 

 

【業務ﾌﾟﾛｾｽ】 

ﾁｰﾑ医療の推進 

化学療法延 

患者数 

化学療法を実施した 

延患者数 
1,003 人 1,100 人 

 

 

*医事課 悪性腫瘍手術 

件数 

悪性腫瘍により手術を 

行った件数 
490 件 500 件 

 

 

 放射線治療 

延患者数 

放射線治療を実施した 

延患者数 
185 人 300 人  

【患者ｻｰﾋﾞｽ】 

相談窓口の充実 

がん相談支援 

ｾﾝﾀｰ相談件数 

がん相談支援ｾﾝﾀｰで

相談を受けた件数 2,959 件  
 

 

*患サポ がん相談支援 

ｾﾝﾀｰ相談員 

研修修了者数 

がん相談支援ｾﾝﾀｰ相

談員研修の修了人数 5 人  
 

 

 

Ⅳ－３．小児医療の拠点化、周産期医療の充実 

ＢＳＣ別目標 
成果を計る 

主な指標 
計算式等 

現状値 

(H30 実績)  

最終目標 

(R5) 
目標の設定理由 

【業務ﾌﾟﾛｾｽ】 

病院機能の強化 

小児科入院 

患者数 

小児科で入院した 

延患者数 

9,172 人 10,000 人  

 

*医事課 小児科外来 

患者数 

小児科を受診した 

外来延患者数 

16,792 人 17,000 人  

 

 小児科救急 

患者数 

救急で受診した患者の 

うち小児科の患者数 

2,424 人 2,600 人  

 

 NICU 占床率 NICU 病床に占める 

NICU 入院患者割合 

63.88％ 80.00％  

 

 分べん件数 年間分べん件数 634 件 600 件  

 

 

Ⅳ－４．医療安全対策、感染対策の強化 

ＢＳＣ別目標 
成果を計る 

主な指標 
計算式等 

現状値 

(H30 実績)  

最終目標 

(R5) 
目標の設定理由 

【業務ﾌﾟﾛｾｽ】 

病院機能の強化 

院内感染研修会 

出席者数 

院内開催の感染対策に 

係る研修会参加者数 
1,261 名  

 

 

*●● 医療安全研修会 

出席者数 

院内開催の医療安全に 

係る研修会参加者数 
1,736 人  

 

 

【業務ﾌﾟﾛｾｽ】 

医療の質の 

入院患者転倒 

転落発生率 

入院患者に占める転倒 

転落患者割合 
0.12％  

 

 

標準化 

*●● 

インシデント・アク 

シデント報告数 

インシデント・アクシデント 

報告数 
975 件  
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経営計画を進行管理するための指標 

 

Ⅳ－５．地域の医療機関等との連携強化 

ＢＳＣ別目標 
成果を計る 

主な指標 
計算式等 

現状値 

(H30 実績)  

最終目標 

(R5) 
目標の設定理由 

【業務ﾌﾟﾛｾｽ】 

地域連携の推進 

紹介率 初診患者に占める文書紹介

患者と救急車受入患者割合 60.9％ 
  

 

*患サポ 逆紹介率 初診患者に占める他医療機

関に紹介した患者割合 
29.6％ 

  

 

 調整相談 

業務件数 

看護師が関わった相談件数 
6,878 件   

 

Ⅳ－６．災害発生時の体制整備 

ＢＳＣ別目標 
成果を計る 

主な指標 
計算式等 

現状値 

(H30 実績)  

最終目標 

(R5) 
目標の設定理由 

【学習と成長】 

研修及び人材 

DMAT 隊員数 DMAT 研修を終了した 

職員数 8 人  
 

 

育成の充実 

*病院総務課 

災害時訓練・研

修会参加者数 

院内実施の災害時訓

練や研修会の参加人数 
420 人  

 

 

【患者ｻｰﾋﾞｽ】 

患者さんが心地 

協力事業者数 災害発生後の医薬品

等確保協力事業者数 
1 社  

 

 

よく過ごせる施設 

*病院総務課 

災害備蓄品数 被災時の入院・外来患

者配食用食料品食数 
6,510 食  

 

 

Ⅳ－７．病院ホスピタリティの向上 

ＢＳＣ別目標 
成果を計る 

主な指標 
計算式等 

現状値 

(H30 実績)  

最終目標 

(R5) 
目標の設定理由 

【患者ｻｰﾋﾞｽ】 

患者ニーズの 

把握と情報提供 

患者満足度調

査結果 

*経営戦略室 

患者満足度調査にて本

院に満足している患者

割合 
88.7％ 

  

 

 感謝投書割合 

*病院総務課 

病院長への手紙(要望

除く)における感謝の投

書の割合 

42.9％ 
  

 

 予約患者平均

待ち時間 

*医事課 

予約患者の平均待ち時

間 31 分 25 分 
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経営計画を進行管理するための指標 

  

経営計画を進行管理するための指標（修正案） 

 

本経営計画を遂行するにあたり、より実効的な指標を立てることをめざし、次のような方針のもと、指標

を改めます。 

 

方針１．院内全体でめざす成果を共有したうえで目標とする指標を策定する。 

方針２．原則、すべての組織において（バランススコアカード視点による）組織目標を設定する。 

※ 当院がめざす成果及び目標設定の理解を深めるための学習会を開催 

方針３．年度単位の進捗管理として、各診療科等の達成度を発表する場を設ける。 

 

＜今後の予定・案＞ 

コメディカル部門、事務局を中心に令和元年度下半期に施行。 

施行を経て、令和２年度から各診療科、各病棟等も加わり実施する。 

 

８月中旬  目標設定にかかる全体説明会 

   目標設定シート（令和元年度下半期）の作成依頼 

８月中旬～  作成にかかる個別説明（希望制・経営戦略室対応） 

９月上旬   

９月中旬  各科等提出 → 目標設定シートのとりまとめ（院内全体） 

９月下旬  計画に掲載する主な指標の選出 → ５年後の指標を個別作成 

１０月１日  目標設定シート 運用開始 

   各科等にて、毎月、進捗状況を確認 

３月中旬  組織目標に対する達成度の発表会（各診療科ごとに発表） 

 


